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北海道

・北海道が実施する地域移行推進と地域包括ケアシステムへの取組みについて紹介
します。

北海道における地域移行推進とは
～その取組みについて

平成28年度 第２回 精神障害者の地域移行担当者等会議「事前課題」シート
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北海道障がい保健福祉圏域
（２１圏域）

北海道

取組内容

【精神障がい者の地域移行推進等に関する取組み】

精神障がい者地域生活支援事業

・精神障がい者地域生活支援センター事業の実施

・精神障がい者地域移行研修事業の実施

障害保健福祉圏域数
（H２８年１２月末）

２１カ所

市町村数（H２８年１２月末） １７９市町村

人口（H２８年１２月末） ５，３７１，１５４人

精神科病院の数
（H２８年１０月末）

１２２病院

精神科病床数（H２８年１０月末） ２０，０９５床

入院精神障害者数
（H２６年６月末）

3か月未満：３，４８８人（１９．４％）

３か月以上１年未満：３，２０４人
（１７．８％）

１年以上：１１，２８０人（６２．８％）

うち65歳未満：４，６４２人

うち65歳以上：６，６３８人

退院率（H２６年６月末）

入院後３か月時点：６１．１％

入院後６か月時点：８０．５％

入院後１年時点：８７．９％

相談支援事業所数（H２８年１２月
末）※①は、Ｈ２７年４月１日現在

①基幹相談支援センター：６４

②一般相談事業所数：３９９

③特定相談事業所数：４４２

障害福祉サービスの利用状況
（H２８年３月）

地域移行支援サービス：１８人

地域定着支援サービス：１２０人

保健所（H２８年１２月末） 道立保健所 ２６カ所

（自立支援）協議会の開催頻度
（H２７年）

５回／年

精神障害にも対応した地域包括ケ
アシステムの構築に向けた保健・
医療・福祉関係者による協議の場
の有無と数

都道府県 有 １カ所

障害保健福祉圏域 有 １７カ所

市町村 － －カ所

精神保健福祉審議会（H２８年１２
月末）

１～２回／年、委員数１５人

基本情報

１１ 県又は政令市の基礎情報県又は政令市の基礎情報
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22 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

北海道

・道では、精神障がい者が自立した社会生活及び日常生活が送れるよう、病
院や施設など地域の関係者と連携し、入院中の精神障がい者が退院し、地域
で生活することができるための支援を推進するため、「精神障がい者地域生
活支援事業」として、「精神障がい者地域生活支援センター事業」と「精神
障がい者地域移行研修事業」を実施しています。
ア 精神障がい者地域生活支援センター事業

・設置：精神障がい者地域生活支援センター
（２１障がい保健福祉圏域に１７カ所設置）

・運営：各圏域別に地域の相談支援事業所に委託
・内容：地域生活移行支援協議会の運営・開催、ピアサポーターの育成

活用、精神科病院への支援、地域移行等の普及啓発 等
イ 精神障がい者地域移行研修事業

・運営：公益財団法人北海道精神保健推進協会（札幌市）に委託
・内容：地域住民等への地域移行等の必要性・重要性の理解促進とピア

サポーターの養成・支援の点から、「地域移行研修会」、「地域
移行エリア別研修会」、「ピアサポーター研修会」を開催
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北海道

・地域包括ケアシステムの構築に向けた取組みとしては、「精神障がい者地
域生活支援センター事業」に、地域生活移行支援協議会の運営・設置が位置
づけられており、現在１７カ所のセンターに、道や市町村の行政職員、精神
科病院、相談支援事業者、福祉サービス事業者、ピアサポーター等で構成さ
れる協議会があり、障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による
協議の場が設けられております。
・地域生活移行支援協議会での業務のひとつに、精神障がい者の支援の推進
のために必要な研修の企画立案を位置づけております。この研修の企画立案
にあたり、道ては、委託事業で「精神障がい者地域移行研修事業」を実施し、
障害保健福祉圏域において地域移行・地域定着を推進する上で中核的役割を
担う人材育成を目指した「地域移行エリア別研修」や、地域におけるピアサ
ポーター活動の中心的な人材育成や活動を支援することを目指した「ピアサ
ポーター研修」を行っており、地域包括ケアシステムの構築に向けた側面的
な支援も行っています。

22 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）
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北海道

関係機関の役割

市町村ごとの保
健・医療・福祉
関係者による協
議の場

協議体の名称
設置根拠

－

協議の内容 －

協議の結果としての
成果 －

障害保健福祉
圏域ごとの保
健・医療・福祉
関係者による協
議の場

協議体の名称
設置根拠

（道障がい保健福祉圏域の場合）
地域生活移行支援協議会（道要綱：精神障がい者地域生活支援事業実施要綱）

協議の内容
・圏域の地域相談支援の向上に必要な支援技術等に関する検討・助言
・地域課題についての、関係機関への情報提供・意見具申及び課題解決のための協力
・精神障がい者の支援の推進のための必要な研修の企画立案

協議の結果としての
成果

・地域移行支援普及ポスター（退院促進ポスター）やピアサポーターリーフレットの作成 等
・精神科病院へのヒアリング訪問・実施結果の共有 等

都道府県ごとの
保健・医療・福
祉関係者による
協議の場

協議体の名称
設置根拠 北海道自立支援協議会地域移行部会（総合支援法第８９条の３）

協議の内容 ・障がい者の地域移行に係る取組み推進に関すること。
・多様な居住の場の確保の推進に関すること。

協議の結果としての
成果

• 精神障がい者医療と福祉の連携研修会の結果報告と平成２８年度に向けての対応状況
（地域において地域移行を推進する中核的人材の育成に向けて）

• 地域移行に向けた長期入院患者の状況調査の準備 等

３３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）
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北海道

・平成１６年９月に国が策定した「精神保健医療福祉の改革ビジョン」では、
“入院医療中心から地域生活へ”を基本的施策としている。
・道では、平成１６、１７年度に精神障がい者への退院促進支援にあたり、
道内２圏域でモデル事業を実施し、その成果を踏まえ、平成１８年度から
「精神障がい者地域生活支援事業」を実施しております。
・２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要
にも記載していますが、「精神障がい者地域生活支援センター事業」と「精
神障がい者地域移行研修事業」を実施しており、また、上記センターには、
障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場として、地
域生活移行支援協議会を設置し、地域包括ケアシステムにも対応する形にな
っています。
・３ このように精神障がい者の地域移行推進や地域包括ケアシステムの構
築に取り組んでいますが、今後も、事業の実施にあたっては、法改正等に応
じた必要な見直しを行い、よりよい精神障がい者の地域移行推進や地域包括
ケアシステムにつながることを目指して対応していきます。

４４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯
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１．道内１７カ所設置の「精神障がい者地域生活支援センター」は、民間に委託し運営。
（民間活力を利用し、地域特性を活かした事業の展開を目指す）

北海道

特徴（強み）

５５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題

１．北海道精神障がい者地域生活支援センターでの退院支援の結果、１２月末現在、４９名の
相談支援者のうち８名の退院につながっています。
２．精神障がい者地域移行研修として、中核的役割を担う人材育成のため、地域移行エリア別
研修会を全道４カ所で開催。（参加 旭川：４２名、帯広：２６名、札幌：４１名、室蘭：集計中）

１．「精神障がい者地域生活支援センター」の運営に必要な安定的財源の確保。
（地域医療介護総合確保基金を活用した運営。基金終了後の新たな財源の確保）

課題

指標の推移 平成25年度 平成26年度 平成27年度

１年以上の精神科病院在院患者数 （各年6月30日現在） （人） １１６６６ １１２８０ １０３８６

地域移行支援利用者数（各年度３月末月時点）（人） ０ ２３ １８

ピアサポーターの養成者数※（実人数）（人）
※ピアサポーターの養成を目的とした取組を実施している場合

９８ ９４ ８８

ピアサポーターの活動者数（実人数）（人） ９８ ９４ ８８

平成２８年度の目標と達成状況の方向性（暫定評価）

７
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北海道

時期（月） 実施内容 担当

通年

夏以降

１ 精神障がい者地域生活支援センター事業

・道内１７カ所に設置の精神障がい者地域生活支援センターの運
営について、引き続き地域の相談支援事業所を運営する法人に委
託し対応していきます。

２ 精神障がい者地域移行研修事業

・地域移行の必要性・重要性の理解の促進、ピアサポーターの養
成・支援を行い、更なる地域移行推進のため、継続して委託事業を
実施します。

３ 地域定着（訪問等）支援事業

・相談支援事業所等に医療・福祉関係者による体制を整備し、訪
問での相談支援を行い地域定着を図ります。（１拠点でモデルで）

道（保健所）

道（本庁）

道（本庁、保健所）

６６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール

１．精神障がい者地域生活支援センターを中核とする地域移行（退院促進）の継続的実施
２．精神障がい者地域移行研修の継続的実施による地域移行の必要性・重要性の理解促進とピア・
サポーターの養成・支援
３．相談支援事業所等に医療・福祉関係者による体制を整備し、地域定着（訪問等）支援の実施

平成２９年度の目標


